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議案第２号 

津奈木町地域公共交通会議事務局規程 
 

（平成２６年４月１日 告示第３４号） 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、津奈木町地域公共交通会議設置要綱第７条の規定に基づき、津

奈木町地域公共交通会議（以下「交通会議」という。）の事務局に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 事務局は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 交通会議の会議に関すること 

(2) 交通会議の資料作成に関すること 

(3) 交通会議の庶務に関すること 

(4) 前各号に掲げるもののほか、交通会議の運営に関し必要な事項 

（職員等) 

第３条 事務局に事務局長その他必要な職員を置く。 

２ 事務局長は、津奈木町総務課長をもって充てる。 

３ 事務局員は、津奈木町の職員をもって充てる。 

（専決事項） 

第４条 事務局長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただし、異例又は重

要と認められる事項についてはこの限りではない。 

(1) 事務局の運営に関すること 

(2) 物品の購入その他交通会議運営に必要な契約の締結に関すること 

(3) 物品及び現金の出納に関すること 

(4) 前各号に掲げるもののほか、軽易な事項に関すること 

（文書の取扱い） 

第５条 事務局における文書の収受、配布、処理編纂、保存その他文書に関し必要な

事項は、津奈木町において定められている文書の取扱いの例による。 

（公印の取扱い） 

第６条 交通会議の公印の種類は、会長印とし、公印の名称、形状、書体、寸法、用

途、個数及び管理者は別表のとおりとする。

２ 交通会議の公印の保管、取扱い等は、津奈木町において定められている公印の扱

いの例による。 

（委任） 

第７条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は会長が別

に定める。 

 

附 則 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 
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別表（第６条関係）  

名称 様式 寸法 
(ミリメートル)

書体 保管者 個数 用途 

津 奈 木 町 地 

域 公 共 交 通 

会議会長の印 

 

方 ２４ 古印体
事務 

局長 
１ 公文書用

 

津 奈 木 町 
地 域 公 共 
交 通 会 議 
会 長 之 印 
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議案第３号 

津奈木町地域公共交通会議財務規程 
 

（平成２６年４月１日 告示第３５号） 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、津奈木町地域公共交通会議設置要綱（以下「要綱」とい

う。）第１０条の規定に基づき、津奈木町地域公共交通会議（以下「交通会議」

という。）の財務に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（予算） 

第２条 交通会議の予算は、津奈木町からの負担金、国からの補助金、繰越金

及びその他の収入をもって歳入とする。また交通会議の運営及び事業に係る

経費をもって歳出とする。 

２ 交通会議の会長（以下「会長」という。）は、毎会計年度の予算を作成し、

交通会議に諮るものとする。 

３ 交通会議の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終了す

る。 

４ 会長は、第２項の規定により、予算が交通会議の承認を得たときは、当該

予算書の写しを速やかに津奈木町長に送付しなければならない。 

（予算の補正） 

第３条 会長は、会計年度の途中において、既定予算に補正の必要が生じたと

きは、これを作成し、速やかに交通会議に諮るものとする。 

２ 前項の規定により、補正予算が交通会議の承認を得たときは、前条第４項

の規定を準用する。 

（予算区分） 

第４条 歳入歳出予算の科目は、別表第１のとおりとする。 

２ 当該年度において、臨時及び特別な理由があるときは、別表第１に定める

以外の科目を定めることができる。 

（予算の流用及び予備費の充用） 

第５条 歳出予算の流用及び予備費の充用は、津奈木町の例によるものとする。 

２ 会長は、前項の規定により歳出予算の流用及び予備費の充用をしたときは、

交通会議に報告しなければならない。 

（出納及び現金等の保管） 

第６条 交通会議の出納は、会長が行う。 

２ 交通会議に属する現金等は、銀行その他の金融機関に預け入れなければな

らない。 

（交通会議出納員） 

第７条 会長は、交通会議の事務局職員のうちから交通会議出納員を命ずるこ

とができる。 

２ 交通会議出納員は、会長の命を受けて、交通会議の出納その他の会計事務

をつかさどる。 
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地域公共交通調査事業の実施に関する計画 

１．当該地域の公共交通の概況・問題点 

本町は人口５，０６２人、高齢化率は３５％（Ｈ２２国勢調査）となっており、人口減少及び高

齢化が続いている。また、面積は３３．９８ｋ㎡で平坦部はわずか３０％程度となっており、山林

が６５％を占める中山間地域となっている。 

 本町の公共交通は、主に国道３号を南北に約６０ｋｍ運行する八代・水俣線と、国道３号から外

れて海浜地区沿いを運行する平国線（水俣・芦北間）があり、いずれの路線も産交バス(株)が運行

している。現在、バスは１時間に１本程度の運行となっており、最低限のサービス水準は確保され

ている状況にある。しかし、住民のほとんどが自家用車での移動であり、バス利用者数の減少が続

いていることから、行政への負担額は年々増加し、赤字補てんへの補助金総額は２千万円を超えて

いる状況となっている。 

特に平国線の利用状況は、１便あたり２～３人の乗車数であり、小規模な需要しか見込めない。

また、地理的条件が悪く、各世帯からバス停までの移動が困難なこともあるため、利用すること自

体が不便な状況となっている。この平国線については、関係市町で構成する八代水俣線等路線バス

再編検討協議会において本町と芦北町の区間が廃止する方針であり、平国線そのものの見直しが必

要とされている。また、高齢化による交通弱者が増え、路線が通っていない交通空白地域（５地区）

の住民から平成２３年に１５０人余のバス再編要望の陳情書が提出され、町議会においても一般質

問、予算委員会等でもこの問題解決が急務とされている。 

この他にも、本町は道路幅員が狭い地域が散在していることから、既往の路線バスでは対応でき

ない公共交通手段がない地域（空白地域）が点在している。今後も高齢化の進展が見込まれること

から、地域の生活の足を確保することが急務となっている。 

２．目指す交通計画と策定調査の必要性 

 現在の町内の公共交通体系を見直すことを目的とし、津奈木町生活交通ネットワーク計画を策定

する。また、公共交通体系の見直しに際し、平成２７年度からの地域公共交通確保維持事業（地域

内フィーダー系統）を活用することを見据え、町内全域にデマンドタクシー等の新たな地域公共交

通手段の導入を目指している。 

 計画策定のためには、地理的条件や人口分布、施設立地等の地域特性及び地域住民ニーズの把握

が必要不可欠である。平成２４年度に熊本県が地域公共交通の役割分担を把握するため本町を含む

八代・芦北・水俣管内の鉄道及びバスの利用状況調査を実施しているが、これは鉄道及びバス利用

者へのアンケート調査となっており、普段利用していない住民のニーズ等は把握できていない。ま

た、新たな公共交通を実際に運行した場合の体制や利用状況等について検証することも重要である。

 今回策定する計画では、住民の交通の利便性を高めるとともに、財政的にも持続可能な公共交通

を運営することを見据えていることから、幅広い地域や年齢層の住民の利用意識やニーズの調査を

行うことが必要となっている。 



 
 

３．事業の実施内容 

実施項目 実施内容 

１．町内公共交通の現況と課

題の整理 

町内公共交通の現況、地理的条件や道路網、人口分布、施設立地等

の地域特性を把握し、財政的制約や空白地域の存在の観点から町内

公共交通体系を見直す上での課題を整理する。 

２．住民ニーズの調査・把握 町内地域住民に対してアンケート調査又はヒアリング等により、公

共交通に対する住民ニーズの把握、留意事項の整理を行う。 

３．路線再編方針の検討 町内公共交通の課題を踏まえ、バス路線再編、交通結節点の配置等

に関する基本方針を検討する。また、基本方針に基づき、計画目標

の設定を行う。 

４．新設路線の運行計画案の

検討 

路線再編方針に基づき、新設する路線の具体的な運行計画（運行範

囲、運行方式、運行ルート、使用車両等）について検討し、運行事

業者の選定に際しての条件整理を行う。 

５．生活交通ネットワーク計

画のとりまとめ 

これまでの検討結果をとりまとめるとともに、利用促進策の検討等

を行い、生活交通ネットワーク計画（案）の作成を行う。 

６．協議会開催 地域公共交通会議の運営に必要な協議資料の作成、議事録の作成等

を行う。会議の開催は年４回程度を予定している。また、各関係機

関の実務担当者との調整・協議を行う。 
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４．スケジュール 

実施項目 4 月       9 月       12 月       3 月 

１．町内公共交通の現況

と課題の整理 

 

２．住民ニーズの調査・

把握 

 

３．路線再編方針の検討 
 

４．新設路線の運行計画

案の検討 

 

５．生活交通ネットワー

ク計画のとりまとめ 

 

６．協議会開催 
 

 

 

５．予算計画 

実施項目 
総事業費 

（見込み） 

補助対象経費

（見込み） 

国費 

（見込み） 

地域の負担 

（見込み） 

１．町内公共交通の現況

と課題の整理 
805 千円 805 千円 805 千円 0 千円

２．住民ニーズの調査・

把握 
2,761 千円 2,761 千円 2,761 千円 0 千円

３．路線再編方針の検討 
250 千円 250 千円 250 千円 0 千円

４．新設路線の運行計画

案の検討 
538 千円 538 千円 538 千円 0 千円

５．生活交通ネットワー

ク計画のとりまとめ 
737 千円 737 千円 737 千円 0 千円

６．協議会開催等事務費 1,389 千円 1,389 千円 1,389 千円 0 千円

合計 6,480 千円 6,480 千円 6,480 千円 0 千円
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仕入れ控除を行うことができない旨の理由書 

 

 

 私ども津奈木町地域公共交通会議は、「地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要

綱」第２条の規定に基づき組織された協議会であり、収入は国からの補助金及び津奈木町

からの負担金が主で、長期に継続した事業を行う消費税の課税事業者ではありません。 

 従いまして、消費税の申告を行いませんので、補助対象経費にかかる消費税について、

仕入控除を行うことができません。 

 上記の理由により、補助対象経費にかかる消費税相当額を補助対象経費に含めて申請い

たします。 

 

 

平成２６年４月  日 

 

津奈木町地域公共交通会議 

会 長  山 田  豊 隆 
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議案第7号

（　歳　入　） （単位：千円）

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

津奈木町負担金 519

地域公共交通確保維持改善事業費補助金 6,480

前年度繰越金 0

預金利子 1

（　歳　出　） （単位：千円）

本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

比 較

会議飲料費 15

消耗品費 50

郵便料 10

手数料 10

生活交通ネットワーク計画策定調査委託料 6,480

住民アンケート調査費 400

予備費 35

519 0

２補助金 6,480 0

0

合 計

平成２６年度　津奈木町地域公共交通会議　歳入歳出予算書　（案）

４予備費 35 0

３繰越金

説 明

35

説 明

519

6,480

7,000 0 7,000

0 0

1 0 1

３事業費 6,880 0 6,880

１会議費 15 0 15

２事務費 70 0 70

7,000 0 7,000

科 目

科 目

合 計

１負担金

４諸収入
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